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1.　はじめに
　2000年9月に設立された日本評価学会は、設立から7年が経過し、現在の会員数は約460名である。学会設立後7年における460名という会員数が多いのか少ないのかについては、議論が分かれるところかもしれない。しかし、後に述べるように日本評価学会の設立趣旨を考えるとき、こうした評価行為に係る日本における関係者は数万から数十万という膨大な数に上ると考えられ、460名という日本評価学会の現在の会員数は少ないと言えよう。また、日本評価学会と同じような特性を持つと考えられる学際・複合的な学会である国際開発学会（1990年設立）の会員数が約1,700名、環境経済・政策学会（1996年設立）の約1,500名と比べても、日本評価学会の会員数はまだ少ないと考えられる。
こうした会員数における日本評価学会の「伸び悩み」をどのように評価するのかは、様々な観点から慎重に行うべきであろう。しかし、筆者はこうした会員数の「伸び悩み」の要因は、日本評価学会の日常的な学会運営のあり方だけでなく、実のところ日本社会、とりわけ日本の学術社会（academic society）における、評価研究といった分野横断的な学際・複合・新領域の知的営為の体系化や学術的な位置づけの難しさに起因しているのではないかと考えている。それは、より一般的には専門的な知の体系として学問（discipline）のあり方に関係し、また特殊には、日本社会における学術研究体制のあり方や知識生産をめぐる社会システムのあり方に強く関連していると考えられる。
本報告は、共通論題・「評価のバウンダリー」の趣旨である「評価についての議論をどのような範囲で行っていくのか、すなわち評価のバウンダリーについて議論し、研究対象である評価論について少しでも明確にすることは、今後の日本評価学会の発展を考える上で必要なこと」、との三好座長の問題提起を踏まえ、そもそも評価研究とはどのような研究分野なのか、またどのような学問的な特性を持っているのかを考える。さらに、日本社会の中で評価研究は専門学問分野（academic discipline）として確立しうるのかどうかについても考えてみたい（松岡･本田 2001）。
本報告の構成は、まず、欧米を中心とする世界の評価研究の動向を概観し、評価研究の制度化の進展と評価研究における科学性と実用性という大きな2つの流れを明らかにする。次に、日本における評価研究の流れを振り返り、日本評価学会における評価研究の定義と範囲を考える。最後に、日本における新たな学際的・複合的な学問体系創設の困難性と可能性という観点から評価研究の今後のあり方を考える。

2.　世界の評価研究
　世界で最も標準的な評価の教科書である（長尾真文氏の評）アメリカのロッシらによる“Evaluation: A Systematic Approach”（邦訳『プログラム評価の理論と方法』）によると、アメリカにおける評価研究の高まりはリンドン･B・ジョンソン大統領のもとに始まった「貧困との戦い（the War on Poverty）」を契機とし、1970年代初めには評価研究は社会科学における一つの独立専門分野となったとしている（Rossi et al. 2004）。

　ロッシがあげている評価研究分野の専門雑誌は、“Evaluation Review”(1976年刊行)など11にのぼる。また、世界ではAEA（American Evaluation Association、会員数約5,000名）など多くの評価に係る専門学会が存在する。IOCE(International Organization for Cooperation in Evaluation、2003年設立)によると、1980年代にはわずか3つの評価学会しかなかったが、1990年代末には約50の評価学会が存在するという（IOCE 2007）。このように多くの評価研究の専門学術誌の刊行や専門学会の設立は、評価研究という学問の制度化の進展の有力なevidenceである。

　こうした評価研究の制度化の進展にもかかわらず、評価研究を科学研究との関係でどのように定義するのかについては、大きく2つの対立する見解が存在する。ロッシは、Donald Campbell(1969)による科学的研究としての評価研究の確立提案と、Lee Cronbach(1982)による評価の目的は科学的研究とは明確に区別されものであり、評価研究は政策決定者や利害関係者などのニーズの充足を志向すべきものという提案を紹介している。科学性を重んじる評価研究と実用性を重んじる評価研究という2つの流れは、今日の評価研究においても陰に陽にその底流に存在し、時として大きく衝突することもある。
結局のところ、ロッシによれば、評価研究とは、それぞれの社会的政治的文脈のなかで、「科学性（妥当性と信頼性）」と「実用性（社会的有用性・顧客満足度）」との均衡点を見つけだし、評価クエスチョンに対して「まあまあ十分な（good enough）」回答を提出することであるとされる（Rossi et al. 2004）。

　またロッシは、評価は社会科学の技法と概念に依拠するものであり、アメリカにおける評価者のほとんどは、応用社会調査の授業科目をもつ社会科学系の学科か専門大学院で教育を受けていると述べ、評価研究は広義の社会科学に属するとしている。こうしたロッシの考えを踏まえると、Working Definitionとして、評価研究とは「総合社会科学」であると定義できよう。
3.　日本評価学会における評価研究
まず、日本評価学会の設立趣意書（200年9月25日）によって、評価研究に関する自己認識･定義を確認する。
日本評価学会の設立趣意書は、「今日、あらゆる分野における活動は、その進歩・向上のために、活動内容の確認とそれに基づく改善を必要としている。活動内容の確認のためには、現状の把握が必要であり、改善のためには現状を評価し、課題を整理して対策を立案することが求められる。加えて、近年、公共的な活動やNPO等の社会的な活動を中心として、広く国民一般に対する透明性確保、説明責任の遂行のために、評価の重要性が強く認識され、評価に関する研究の必要性が叫ばれるようになってきた。」と、評価研究の必要とされる根拠（ニーズ）として、組織改善と説明責任をあげている。
さらに、「我が国でも、民間セクターにおいては既に経営・人事・技術などに関して評価がシステムとして取り入れられ始めており、また、公共セクターにおいても、公共事業の経済性評価や開発援助事業の評価など、各種評価の取り組みが試みられてきた。しかしながら、それらの取り組みは未だ充分とは言えず、評価が今後の重要な課題として残されているのが現状である。」と、評価研究の対象としては、民間（営利･非営利）セクターから公共セクターにいたる全ての評価を対象としている。
また、研究分野としては、「1. 評価の体系（評価ニーズとそれに対応する評価手法の整理・体系化に関する研究）、2. 評価の手法（評価手法の高度化のための研究）、3. 評価の技術（評価実施の技術的側面に関する研究）、に重点を置くこととする。」と3分野を規定している。
　以上のように、日本評価学会の定義する「評価研究」とは、社会の様々な組織的活動に伴う組織改善と社会におけるそうした組織活動の説明責任に根拠を置き、実施される「様々な評価に係る手法や技術の体系」であるといえよう。このように整理すると、問題は、日本社会、とりわけ学術社会において「様々な評価に係る手法や技術の体系」が一つの学問分野として確立しうるのかどうかということになる。
こうした問いに対する一つの答えとしては、例えば科学研究費のカテゴリーにおいて評価研究といった分類がありうるのかどうかをチェックすることである。
現在の文部科学省科学研究費「系・分野・分科・細目表」付表キーワード一覧（2007年）の細目において、「評価」という用語が出てくるのは「2002環境影響評価・環境政策」だけである。キーワードにおいても「2002環境影響評価・環境政策」における環境影響評価に関連したものを除くと、「2003放射線・化学物質影響科学」における「リスク評価」、｢2202自然災害科学｣における「災害リスク評価」、「3802社会福祉学」における「福祉マネジメント・権利擁護・評価」、「4401教育学」における「教育評価」のみである（JSPS 2007）。
　今日の学術研究（科学的研究）の発展において、研究費が制度的に保証されることは、その分野の科学としての制度化にとって極めて重要な点である。この点からすると、科学研究費で代表される現在の日本の制度化された学術研究の中には「評価研究」は存在せず、日本の「評価研究」はまだ制度化していないといえる。
　こうしたことは何も評価研究にだけに限ったことではなく、新たな学問分野、特に学際的･複合的な分野においてはみられることである。例えば、国際開発や国際協力といった学術分野も、現在の科学研究費の細目には存在しない。しかし、同じ学際的・複合的な研究分野としても、国際開発研究と評価研究には質的な違いが存在するように思われる。この点を、最後に考えることにする。

4.　学問としての評価研究の特性と今後のあり方
　経済学や物理学などの既存の学問分野は、市場モデルであれ力学モデルであれ、方法論の体系としての規律(discipline、学律)をもっている。さらに、社会科学の中でも、経験科学としての経済学は、長い歴史の中で（アダム・スミスの「国富論」初版は1776年）、大学における専門学部や社会における専門職などの自らの学術分野を再生産し、発展させる社会システムを作り上げている。

こうした既存の学問分野に対して、評価研究、国際開発研究や環境研究などの分野は、一般に学際分野、複合分野、新領域といった特徴づけがなされる。環境研究や国際開発研究は、Issue Orientedな学問分野（問題解決科学）といわれ、現実に存在する大気汚染問題や途上国の貧困問題をどのように分析し、解決策を考えるのかが問われる学問分野である。　

なかでも、文部省（現、文部科学省）科学研究費による環境研究は1971年から、医学、理学、工学、農学などの個別の自然科学分野を対象として開始され、1977年には環境科学特別研究（1977年度-1987年度）という形で環境に係る全ての研究を統合し、運営していく大プログラムとして始められた（鈴木 2007）。プログラムの終盤には800名を超える研究者が参加する大事業となり、こうした取り組みが環境科学会（1988年）の設立へとつながり、今日、日本だけでも環境を標榜する学会の数は数十に上る。日本の環境科学の成立にとって、科学研究費による研究プロジェクトは非常に大きな役割を果たした。
これに対して、国際開発研究では、こうした大型の特別研究が組織されることはなく、学術研究としての制度化は環境研究に比べると遅れている。要因としては、環境問題が国内問題として深刻な社会問題であり、それだけ環境研究に対する社会的ニーズが明確であり、対策が工学技術も含む自然科学研究から人文・社会科学的研究まで必要とされるのに対して、国際開発問題は一義的には途上国の問題であり、研究分野も社会科学分野が主であるなどの違いが指摘できよう。
　こうした問題解決型学問に対して、評価研究の対象とする評価とは、そもそもは国際開発問題に取り組む国際開発政策や国際開発プロジェクトがあり、環境問題に取り組む環境政策や環境計画があり、そうした政策･計画や事業を「一定の形式で評価する」という様々な手続きや方式・結果を対象とするものである。当然ながら、国際開発政策の評価については国際経済学会などのDisciplineとしての経済学に基づく学会があり、Issue Orientedとしての国際開発学会などがあるし、場合によってはCountry/Region Specificな地域研究学会（アジア政経学会）なども関連する。環境政策も同様である。

評価研究とは、こうした様々なDisciplineやIssue Oriented Researchを、「評価する」という「手続きや方式及びその結果」に基づいてくくったものであり、Discipline（専門）を第1次、Issue Oriented Research（学際）を第2次的な学術とすると、第3次的な位置づけにあるものともいえよう。もちろん、第1次、第2次、第3次といった表現は学問としての重要度を示すのではなく、学術的思考の発展ステージを示している。
学際的な新分野が、しばしば既存の専門領域に革新（パラダイム･シフト）を促すように、学術発展の原動力はこうしたフロンティアに存在するともいえる。しかし、Issue Oriented学問領域は、絶えず変化してゆくIssueとの鋭い緊張関係と新たな学問領域として持続的な発展（積み上げ）を可能にするシステムの構築なくしては、換言すれば「実用性」と「科学性」の緊張関係を失うと、常に既存の学問領域（Discipline）へと回帰してゆく力学により、研究における停滞と新規参入の減少という危機に直面することとなる。第3次的学問領域としての評価研究においては、とりわけこうした傾向は顕著に現れると言えよう。
このように考えると、日本における評価研究の発展のためには、Disciplineベース、あるいはIssue Orientedな学問領域との学術交流などによる実用性と科学性との緊張関係の維持とともに、評価研究を「積み上げ可能なシステム」として構築することが必要であり、そのためには領域設定のあり方や研究組織の組み方、研究蓄積のあり方、研究費のあり方などを考える必要があろう。
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